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１．2022年12月期第３四半期の連結業績（2022年１月１日～2022年９月30日）
（１）連結経営成績(累計) （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年12月期第３四半期 229,978 ― 806 97.9 1,023 65.8 644 19.5

2021年12月期第３四半期 215,678 3.0 407 543.7 617 136.0 539 275.5

(注) 包括利益 2022年12月期第３四半期 421百万円 (111.6％) 2021年12月期第３四半期 199百万円 ( 344.7％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年12月期第３四半期 73.37 ―

2021年12月期第３四半期 61.40 ―
(注)「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期首より適

用しており、2022年12月期第３四半期に係る売上高については、当該会計基準等を適用した後の数値となっている
ため、対前年同四半期増減率は記載しておりません。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年12月期第３四半期 96,803 28,685 29.6

2021年12月期 111,054 28,545 25.7

(参考) 自己資本 2022年12月期第３四半期 28,685百万円 2021年12月期 28,545百万円

(注)会計方針の変更に伴い、2021年12月期の各数値は遡及適用が行われております。詳細につきましては、「２．四半
期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）の（未収リベートの
相殺処理の時期の変更）」をご参照ください。

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年12月期 ― 15.00 ― 15.00 30.00

2022年12月期 ― 17.00 ―

2022年12月期(予想) 17.00 34.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2022年12月期の連結業績予想（2022年１月１日～2022年12月31日）
(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 306,000 ― 1,370 18.8 1,650 13.7 1,070 1.7 121.84
(注)１．直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

２．2022年12月期の期首より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を適用して
おります。上記の連結業績予想の売上高は当該会計基準等を適用した後の金額となっているため、対前期増減
率は記載しておりません。



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 有

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年12月期３Ｑ 8,781,749株 2021年12月期 8,781,749株

② 期末自己株式数 2022年12月期３Ｑ ―株 2021年12月期 ―株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年12月期３Ｑ 8,781,749株 2021年12月期３Ｑ 8,781,749株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。なお、業績予

想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等については、添付資料のＰ.３「１．当四半期決算

に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

当社グループは、第１四半期連結会計期間より、未収リベートの相殺処理の時期についての会計方針

の変更を行っており、遡及適用の内容を反映させた数値で前連結会計年度との比較・分析を行っており

ます。

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間の食品流通業界を取り巻く環境は、年初来から新型コロナウイルス感

染症の影響により依然厳しい状況が続いておりましたが、３月下旬のまん延防止等重点措置の解除

後は、行動制限も緩和される中で大型連休や夏休みシーズンを迎え、当社グループの主力販売チャ

ネルである外食をはじめとする業務用は徐々に回復の兆しを見せ始めております。一方でエネルギ

ー資源や穀物相場の高騰、円安の影響などから商品価格の値上げラッシュが続いております。10月

にはビール類をはじめ食品酒類の商品価格の値上げが更に増加する事から、一般消費者の物価上昇

に対する生活防衛意識が一層強くなると予測され、先行きが見通せない状況となっております。

このような状況の下、当グループは「アクセル２０２５ 新しい時代における最適流通の創造

― 顧客と地域を支える信頼度№１グループへ ―」をグループ長期戦略の長期ビジョンとして掲

げ２年目を迎えました。長期ビジョンの実現に向け当社グループが一丸となって、販売戦略・物流

戦略両輪での取組を引き続き進めております。

当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、前連結会計年度に国分フードクリエイト株式

会社から譲り受けた低温事業並びに連結子会社化した三給株式会社の寄与に加えて、コンビニエン

スストア及び卸売業における主力得意先の売上拡大等により、売上高は2,299億78百万円となりま

した。利益面では売上拡大の寄与に加えて、各種の改善活動により営業利益は８億６百万円（前年

同期比97.9％増）、経常利益は10億23百万円（前年同期比65.8％増）となりました。親会社株主に

帰属する四半期純利益は６億44百万円となりましたが、前連結会計年度に特別利益に計上した関係

会社清算益などの計上がないことにより前年同期比は19.5％増となりました。

なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期

連結会計期間の期首より適用しております。当第３四半期連結累計期間の売上高は、当該会計基準

等を適用した後の数値となっているため、対前年同四半期増減率は記載しておりません。詳細につ

きましては、「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（会計方針の変更）の（収益認識に関する会計基準等の適用）」をご参照ください。

当社グループは、食品酒類卸売事業及びこれらの付帯事業の単一セグメントであるため、セグメ

ントごとの記載を省略しております。
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（２）財政状態に関する説明

当第３四半期連結会計期間末の総資産は968億３百万円となり、前連結会計年度末と比べて142億

50百万円の減少となりました。これは主に受取手形及び売掛金が119億29百万円、商品及び製品が

24億68百万円それぞれ減少したことによるものであります。

また、当第３四半期連結会計期間末の負債合計は681億17百万円となり、前連結会計年度末と比べ

て143億90百万円の減少となりました。これは主に支払手形及び買掛金が140億51百万円減少したこ

とによるものであります。

さらに、当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は286億85百万円となり、前連結会計年度末と

比べて１億40百万円の増加となりました。これは主に利益剰余金が３億63百万円増加した一方、そ

の他有価証券評価差額金が１億75百万円減少したことによるものであります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2022年12月期の連結業績予想につきましては、2022年２月10日に公表いたしました業績予想に変

更はありません。

なお業績予想は、本資料発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際

の業績は今後様々な要因により予想数値と異なる可能性があります。



―4―

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 14,103 13,908

受取手形及び売掛金 48,806 36,876

商品及び製品 11,183 8,715

原材料及び貯蔵品 54 56

未収入金 9,450 9,630

預け金 5,901 6,462

その他 671 682

貸倒引当金 △7 △4

流動資産合計 90,163 76,327

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 3,030 2,896

土地 4,618 4,617

その他（純額） 803 778

有形固定資産合計 8,452 8,292

無形固定資産 1,319 1,258

投資その他の資産

投資有価証券 7,920 7,702

退職給付に係る資産 642 650

差入保証金 2,244 2,157

その他 321 426

貸倒引当金 △11 △11

投資その他の資産合計 11,117 10,924

固定資産合計 20,890 20,475

資産合計 111,054 96,803
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 72,980 58,928

未払金 4,880 4,643

未払法人税等 403 220

賞与引当金 285 398

役員賞与引当金 10 9

関係会社整理損失引当金 ― 36

その他 733 931

流動負債合計 79,295 65,168

固定負債

繰延税金負債 1,310 1,208

債務保証損失引当金 150 150

退職給付に係る負債 10 12

資産除去債務 527 533

その他 1,215 1,044

固定負債合計 3,213 2,949

負債合計 82,508 68,117

純資産の部

株主資本

資本金 1,600 1,600

資本剰余金 6,053 6,053

利益剰余金 17,489 17,852

株主資本合計 25,142 25,506

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3,201 3,026

退職給付に係る調整累計額 200 152

その他の包括利益累計額合計 3,402 3,179

純資産合計 28,545 28,685

負債純資産合計 111,054 96,803
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2021年１月１日
至 2021年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
至 2022年９月30日)

売上高 215,678 229,978

売上原価 196,238 208,949

売上総利益 19,440 21,029

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 13,285 13,837

給料及び手当 2,687 2,926

賞与引当金繰入額 348 359

役員賞与引当金繰入額 7 10

退職給付費用 34 27

賃借料 410 462

貸倒引当金繰入額 △0 △2

その他 2,260 2,603

販売費及び一般管理費合計 19,033 20,223

営業利益 407 806

営業外収益

受取利息 16 15

受取配当金 68 75

その他 158 155

営業外収益合計 243 246

営業外費用

支払利息 7 7

売電費用 17 17

その他 9 4

営業外費用合計 33 28

経常利益 617 1,023

特別利益

固定資産売却益 100 18

投資有価証券売却益 30 28

資産除去債務戻入益 13 ―

関係会社清算益 141 ―

特別利益合計 285 47

特別損失

固定資産除却損 15 ―

減損損失 77 9

関係会社整理損失引当金繰入額 ― 36

特別損失合計 93 46

税金等調整前四半期純利益 810 1,024

法人税、住民税及び事業税 289 362

法人税等調整額 △18 17

法人税等合計 271 380

四半期純利益 539 644

親会社株主に帰属する四半期純利益 539 644
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2021年１月１日
至 2021年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
至 2022年９月30日)

四半期純利益 539 644

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △301 △175

退職給付に係る調整額 △39 △47

その他の包括利益合計 △340 △223

四半期包括利益 199 421

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 199 421
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

(収益認識に関する会計基準等の適用)

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計

基準」という。）等を第１四半期連結会計期間の期首より適用し、約束した財又はサービスの支

配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認

識することとしております。

なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2021年３月

26日）第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品及び製品の販売において、出荷時から当該

商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収

益を認識しております。

当社の連結子会社は得意先より原材料を購入し、工場にて加工を行った上で仕入価格に加工費

等を上乗せした製品を当該得意先に対して販売する取引を行っております。従来は連結損益計算

書上、売上高と売上原価を総額表示しておりましたが、売上高と売上原価を純額表示しておりま

す。

また、顧客への財またはサービスの提供における役割が代理人に該当する取引について、従来

顧客から受け取る対価の総額を収益として認識しておりましたが、当社グループの役割が代理人

に該当する取引については、純額で収益を認識する方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な

取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場

合の累積的影響額を、第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から

新たな会計方針を適用しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は１億21百万円減少し、売上原価は１億21百万

円減少しておりますが、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益、期首の利益剰余金

に与える影響はありません。

(時価の算定に関する会計基準等の適用)

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計

基準」という。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び

「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過

的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用する

こととしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。
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(未収リベートの相殺処理の時期の変更)

当社の連結子会社である株式会社トーカンは、第１四半期連結会計期間の期首より買掛金と未

収リベートの相殺処理の時期を債務の支払時から債権・債務の確定時に変更致しました。当該会

計方針の変更は遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の連結財務諸表となってお

ります。

この変更は基幹システムの変更を契機に、債権債務が確定した時点で相殺処理を行った方が当

社グループの財政状態をより適切に表示できると判断したことによるものであります。

この結果、遡及修正を行う前と比べて、前連結会計年度末の貸借対照表は、未収入金が414百万

円、支払手形及び買掛金が414百万円それぞれ減少しております。

なお、当該会計方針の変更が連結損益計算書及び１株当たり情報に与える影響はありません。


